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ビジョン
企業文化

ICT
活用

オフィス
環境

制度
ポリシー

リーダシップ
価値観の共有

空間デザイン
サービス＆サポート

制度設計
運用&教育

人財交流
情報共有

変革テーマ

実行タスク

ワークスタイル変革推進のフレームワーク：代表的な取り組み

言葉にする

働き方変革の目的やあるべき姿を

定義＆発信

・樋口社長プレゼン（社員総会）

・ニュースレター（定期刊行物）

・ポスター, ビデオ, カード...etc

体験・体感する

「習うより慣れろ」経験を重ねて

習慣付け

・全社一斉テレワークの日

・オンライン全体会議

・多様性推進プログラム...etc

フリーアドレス

仕事の効率と話す相手によって

座席を選択

・部門を超えたプロジェクトワーク

・集中作業と共同作業

・ペーパーレス推進...etc

オープンスペース

日程調整,部屋予約,資料...

会議習慣からの解放

・開放的な印象,気軽さ,予約いらず

・対話様式に合わせた多様な空間設計

・スピード優先,会えない理由の排除

...etc

労務マネジメント

社員の主体性発揮を促す

フレキシブルワーク関連制度

・勤怠：自己申告とログ集計

・目標：コミットメントとレビュー

・進捗：商談管理と360度評価...etc

コンプライアンス

社員と会社を護る高い安全性の追求

・教育：順守すべき水準を毎年確認

・契約：契約行為で責任を確認

・ICT：監視追跡遮断消去 →

安全性の仕組化...etc

カンタン操作

一番大事なことは「今すぐ＆簡単に」

・予定在席など相手の状態がわかる

・ボタン１つで対話＆情報共有

・メールより「今つながる」

チャットが好き...etc

完全モバイル

「モバイル＝安全」これが

フレキシブルワークの大前提

・社内外＆国内外どこでもPC活用

・社外の公共ネットワークも利用

・PCも通信も完全なセキュア環境

...etc
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コスト

削減

環境負荷

軽減

事業継続性

確保

ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽ

多様性発揮

組織力

向上

目的

評価指標
【なぜ】

グローバルでの
コスト削減
年間総額

212
億円／年

日本での
コスト削減
交通費／出張費

12.2
％削減／年

電力消費量

40.1%削減

紙材消費量

28.1%削減

災害時在宅勤務
実施率

電話網外通話
対象者

85.0%

100.0%

組織の健康状態
総合スコア

ワークライフ
バランスのスコア

9%向上

13%向上

一人あたり売上高
（全社）

成約商談数
（法人部門）

17.4%増

47.1%増

ワークスタイル変革推進のフレームワーク：代表的な取り組み



Phase I

2007.1～
Phase II

2008.8.1～
非常時

2011.3.22～
制度改定
2012.7.1～

事
由

育児
介護・看護
自身の障碍

Phase Iから
継続

Phase IIとして
拡大

天災や災害による非常
時

恒常的 特別・臨時

育児
介護・看護
自身の障碍

業務効率
生産性向上

育児
介護・看護
自身の障碍

業務効率
生産性向上

育児
介護・看護
自身の障碍

一時的な業務効率

部
門

全社 全社
Phase II に参加する部
門
→2011.5より全社

全社 全社 全社

日
数

週2日まで 週2日まで 週2日まで 週5日まで 週3日まで
週5日まで
1日単位

期
間

3か月まで
更新可

3か月まで
更新可

3か月まで
更新可
→2011.5より6か月まで

会社が決定
3ヶ月以上6か月以内
更新可

1ヶ月以内
1日単位

制度・
ポリシー

参考：「フレキシブルワーク」を支援する制度

制度設定時の位置づけ
 デジタルライフを提言するMSとして、ITを駆使した“働き方”を実践します。
 福利厚生制度ではなく、会社が認める“働き方”の一つです。
 在宅勤務を希望する社員への適用が適切かどうか会社（マネージャ）が判断します。

 適用が認められた社員は、自律性をもって、業務を遂行します。制度の適用そのものは、コミットメント達成の期待値を変動させる
ものではありません。

 職務によっては在宅勤務そのものがその職務に見合った“働き方”では無い場合があります。今後もマイクロソフトのテクノロジーで
実現できる多様な働き方を積極的に検討します。

在宅勤務制度の設定・改訂

在宅勤務時の労務管理



1回：2012年3月

震災後1年時に実施。
BCPを考えなおすきっかけ。
この時点ではまだテレワークの日=
休日と勘違いする社員も。

第2回：2013年5月

ゴールデンウィークの間の平日
3日間にテレワークの日を実施。



2012年 2015年～2014年2013年

日本マイクロソフト単独開催
・テレワークを全社でやった
・社員意識調査、PR 素材が成果

外部への波及
・外部関係者の巻き込み
・セールスマテリアル作成
・テレワーク活動の継続

MS MS

MS

MS

活動の定常化
・定期開催のスキーム化
・外部関係者の更なる拡大・ビジネス化
・テレワーク＝日本マイクロソフトのイメージ作り

User

団体

User

省庁

団体

自治体

企業

協会
ISVSI

ISV

SI



テレワーク推奨強化週間 2014 賛同団体

http://www.microsoft.com/ja-jp/office/365/telework2014/default.aspx

• 支援策：中小企業向け「テレワーク＆モバイルワーク推進期間」開始

http://www.microsoft.com/ja-jp/news/Press/2014/Nov14/141104_SMB_Office365.aspx



2014年テレワーク週間実施結果

公式ブログ：「テレワーク推奨強化週間 2014」活動のご報告～参加者の意識調査のご紹介
と、今後のテレワーク推進への意気込み～

http://blogs.technet.com/b/microsoft_japan_corporate_blog/archive/2014/12/19/3642806.aspx

http://blogs.technet.com/b/microsoft_japan_corporate_blog/archive/2014/12/19/3642806.aspx


男女比 : Male/Female Ratio % 年代 : Age range 職種 : Type of functions 職責 : Responsibility

小学生未満の子育て中 :
Have children under 6

近い将来の子育て予定の有無 :

Plans to become a parent in the near future

家族サポート有無（介護等）:
necessarily to take part in supporting family members 

近い将来の可能性:

Plans to become a parent in the near future

有り/Yes

35%無し/No

65%

基本項目（対象者属性、状況）
Basic Information

男性

/Male

74%

女性/Female

26%

20代

7%

30代

32%40代

50%

50代以上

11%

部下がいる部門長

12%

概ねチームワーク型

の業務を行う社員

53%

概ね個人作業中心

の業務を行う社員

35%

38%

16%
10%

3%

7%

9%

17%

営業職

技術職（研究・技術開発等）

マーケティング職

営業サポート職（社内デリバリ・受発注業務等）

業務管理職（財務・経理・経営企画・人事・総務等）

情報システム職

有り

/Yes

33%無し/No

67%

有り/Yes

21%

無し/No

79%

有り/Yes

43%
無し/No

57%



1日

31%

2日

20%

3日

16%

4日 8%

出来なかった

17%

何日間テレワークを取り入れられたか

アンケート回答者の 83%が期間中
テレワークにチャレンジ

5日間すべて
8%

基本項目（テレワーク実施状況）
Basic Information

10分以内程度 6%

10分～30分程度 5%

1時間～2時間程度

38%

2時間以上

34%

むしろ普段より無駄に

時間がかかった 1%

未回答 1%

削減出来た時間*（外出準備、通勤、移動など）
*1日あたり平均の時間

30分～1時間程度
15%

約9割が30分以上、約7割が1時間以上
の時間削減（1日あたり）



必要性を大いに感じる。

無いと困る

40%

概ね必要性を感じる

36%

必要性は一部に留まる

15%

どちらでもない、わからない 5%

テレワークの必要性を感じない 3%

未回答 1%

あなたの「現在の」仕事や生活において、

どの程度テレワークは必要ですか？

現在の仕事での必要性 将来の社会での必要性

はい

83%

いいえ

6%

どちらでもない、わからない 10%

未回答 1%

一般的なお話として、これからの社会でテレワークや働き方

の抜本的な見直しが必要になると思いますか？

テレワークの必要性
The necessity of Teleworking.

現時点でのテレワークの必要性も感じ、
将来の社会で働き方の抜本的な見直しが必要と回答



91%

68%

70%

59%

26%

19%

3%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

時間の有効活用

仕事の効率化

働きやすさの向上

事業継続性の確保

コスト削減

環境負荷の軽減

その他の効果

何も期待する効果はない

「テレワーク」に期待する効果（複数回答可能）

とてもよく

実感できた

35%

実感できた

37%

20%

5% 3%0%

普段と比較して「仕事の効率向上」が

実感できたか

どちらでもない

実感できなかった

むしろ「仕事の効率向上」にならなかった

未回答

とてもよく

実感できた

43%実感できた

34%

17%

4%
2% 0%

普段と比較して「働きやすさ」が

実感できたか

どちらでもない

実感できなかった

むしろ「働きやすさ」を実感できなかった

未回答

とてもよく

実感できた

53%

実感できた

33%

10%

3%
1% 0%

普段と比較して「時間の有効活用」が実感できたか

どちらでもない

実感できなかった

むしろ「時間の有効活用」にならなかった

未回答

テレワークへの事前の期待とチャレンジした実感
Expectations for Teleworking / Impression



現在のテレワーク・在宅勤務状況
State of Telework, Working @ Home

*午前9時～午後6時までの勤務

ほぼ毎日

6%

週に何日か

26%

月に何日か

23%

半年に何日か

16%

基本、テレワーク

は行わない

29%

未回答 0%

普段の「テレワーク」利用状況

ほぼ毎日 2%

週に何日か

14%

月に何日か

18%

半年に

何日か

16%

基本、在

宅勤務は

行わない

49%

未回答 1%

普段の「在宅勤務*」利用状況

ほぼ毎日

6%

週に何日か

25%

月に何日か

19%

半年に

何日か

6%

基本、在宅勤

務は行わない

42%

未回答 2%

ご賛同法人

ほぼ毎日

1%

週に何日か

11%

月に何日か

17%

半年に何日か

19%

基本、在

宅勤務は

行わない

52%

日本マイクロソフト

533

149
249

205

8

0

200

400

600

テレワークを主にする場所（複数選択）

自宅

公共の場所（電車内、駅、公園等）

商業施設（カフェ、カラオケBox、ホテル、貸し会議室等）

サテライトオフィスや訪問先（支社／営業所、顧客オフィス、ルートセールス先等）

その他



ご賛同法人：テレワークを阻害する要因
Issues preventing you from Teleworking.



テレワーク企画にふさわしい月、避けたい月
The best & worst month to implement another Telework trial.

最も避けて欲しい月
The worst time

最も取り組みやすい月
The Best time
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ご賛同法人 日本マイクロソフト
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• テレワーク対象と目的

• テレワーク環境

• 労務制度と企業文化



地方自治体および関係団体によるテレワーク環境整備
テレワークセンター設備、地域参画体制、支援制度等

テレワーク賛同企業、団体の遠隔地勤務検証
勤務形態、制度、安全性、福利厚生制度化等テレワーク

実施における改善改革

社員健康福祉、農
業自然体験＋テレ

ワーク

地域起業ビジネス
マッチング＋テレ

ワーク

子育て、介護のた
めの働き方選択と
してのテレワーク

• 遠隔勤務の確立
• 企業の福利厚生の

充実
• 賛同企業団体拡大
• テレワーク環境等

の拡大
• テレワークを活用

した持続可能な事
業モデルの構築

• 地域ビジネスとの
連携

• 国内外への発信と
フィードバック

テレワーク環境を活用し
た働き方、制度の検証と

確立

テレワーク基盤を整備
し、これを活用する企業

誘致サービスを開発

期待する目的 役割とテーマ 想定する効果

テレワーク
を活用した
モデル検証

活用モデル案１ 活用モデル案２ 活用モデル案３

【ふるさとテレワークの例】
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